
 

- 1 - 

 

裁決書 

 

事件番号 令和６年度第１号 

文書番号  新 総 務 第236号 

裁 決 日 令和７年10月２日 

 

 

審査請求人  

  

処分庁 新十津川町長 谷 口 秀 樹  

 

 審査請求人                  が令和６年８月30日に提起した処

分庁 新十津川町長による新十津川町情報公開条例（平成12年新十津川町条例第26号。

以下「条例」という。）第５条第１項に基づく公文書の公開の請求の拒否に関する審査請

求について、次のとおり裁決する。 

 

主     文 

本件審査請求を棄却する。 

 

第１ 事案の概要 

本件は、新十津川町長が審査請求人に対して令和６年６月10日付けで行った条例

第５条第１項の規定による公文書の公開の請求の拒否に関する処分（以下「本件処

分」という。）に対し、審査請求人が、処分庁が「実施機関が行う事務又は事業に利

害関係を有するもの」とは認められず、公文書の公開を請求できるものには該当し

ないと判断したことは違法又は不当であり、取り消すことが適当である等と主張し

て、本件処分の取消しを求める事案である。 

 

第２ 事実関係 

１ 関係法令等の定め 

（１）条例 

第１条及び第５条は、次のように規定している。 

（目的） 

第１条 この条例は、公文書の公開を請求する町民の権利を明らかにするとともに、

公文書の公開に関し必要な事項を定めることにより、町民の町政に対する理解と

信頼を深め、町政への町民参加を図り、もって開かれた町政の発展に寄与するこ

とを目的とする。 

（公文書の公開を請求できるもの） 

第５条 次に掲げるものは、実施機関に対して、公文書の公開（第５号に掲げる
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ものにあっては、そのものの有する利害関係に係る公文書の公開に限る。）を

請求することができる。 

（１）町内に住所を有する者 

（２）町内に事務所又は事業所を有する個人又は法人その他の団体 

（３）町内に存する事務所又は事業所に勤務する者 

（４）町内に存する学校に在学する者 

（５）前各号に掲げるもののほか、実施機関が行う事務又は事業に利害関係を有

するもの 

２ 実施機関は、前項各号に掲げる以外のものから公文書の公開の申出があった

場合においても、これに応じるよう努めるものとする。 

（２）新十津川町情報公開事務取扱規程（平成12年新十津川町訓令第１号。以下「規

程」という。） 

   第７条第１項は、次のように規定している。 

（任意的公開に係る事務の取扱い） 

第７条 任意的公開の申出があった場合の事務の取扱いについては、次のとおりと

する。この場合において、任意的公開は、実施機関が対応すべき努力義務であり、

条例上の請求権の行使として行われるものではないことから、申出に対する回答

も行政処分の性格を持たないので、審査請求の対象とはならないものである。 

 

２ 処分の内容及び理由 

処分庁は、令和６年６月10日、次に掲げる事項を理由として、審査請求人に公文書

公開請求拒否処分を行った。 

（１）条例第５条第１項第５号に掲げる「実施機関が行う事務又は事業に利害関係を有

するもの」とは、実施機関（新十津川町長）の行う行政処分等により、自己の権利、

利益等に直接影響を受け、又は直接影響を受けることが予想される個人及び法人そ

の他の団体を指す。 

この度申告のあった利害関係の内容は、税金を納める全ての方又は科学研究費に

基づく学術研究調査を行う全ての方が該当するものであり、本町公共事業に係る事

務が審査請求人の権利、利益等に及ぼす影響は間接的なものに留まる。 

したがって、審査請求人は、「実施機関が行う事務又は事業に利害関係を有するも

の」とは認められず、公文書の公開を請求できるものには該当しない。 

（２）学術研究調査の目的のため、条例第５条第１項各号のいずれにも該当しない方が

公文書の公開を希望される場合には、規程第７条第１項において、任意的公開の制

度が定められている。 

しかしながら、今回の請求に該当する文書は非常に多数に上るため、任意的公開

の申出があった場合であっても対応できかねる。 

 

３ 審理員による審理手続及び調査審議の経過 
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（１）令和６年８月30日、審査請求人は、行政不服審査法（平成26年法律第68号。以下

「法」という。）第２条に基づいて、令和６年６月10日に新十津川町長によって行

われた公文書の公開の請求の拒否に関する処分に対する審査請求を行った。 

（２）令和６年11月15日、審理員が指名された。 

（３）令和６年12月９日、新十津川町長より弁明書が提出された。 

（４）令和６年12月26日、審査請求人より反論書が提出された。 

（５）令和６年12月26日、審査請求人より口頭意見陳述申立書が提出された。 

（６）令和７年３月27日、口頭意見陳述を実施した。 

（７）令和７年５月９日、審理員意見書等提出予定時期通知書を提出した。 

（８）令和７年５月９日、行政不服審査会等への諮問に関する申出についての注意喚起

書を提出した。 

（９）令和７年５月28日、審理員より審理員意見書が提出された。 

（10）令和７年８月25日、新十津川町行政不服審査会において審議を行った。 

（11）令和７年８月25日、新十津川町行政不服審査会から答申書が提出された。 

（12）令和７年10月２日、審査庁において審議を行った。 

 

第３ 審理関係人の主張の要旨 

１ 審査請求人の主張の要旨 

（１）利害関係者について、定義が条文上にない。処分庁の入札事務に関連する研究

者として利害関係を主張しており、全ての科学研究費申請者に対して情報公開を

行う必要はなく、審査請求人を利害関係者と認めても条例第５条の趣旨に反しな

いため、本件処分は不当である。 

（２）条例第５条第２項において、実施機関は、条例第５条第１項各号に掲げる以外の

ものから公文書の公開の申出があった場合においても、これに応じるよう努める

ものとする。とあるのに、任意的公開も対応できない本件処分は不当である。 

（３）納税者を利害関係者として認めて開示するべきとは主張していないため、全て

の納税者からの開示請求を認める必要はないため、本件処分は不当である。   

（４）条例第５条の趣旨について、多くの地方公共団体が「何人」からも請求を受け付

けている。そのなかで、情報公開請求権を町民等の狭い範囲に限定する方針の是非

については、十分な考慮が必要なため、本件処分は不当である。  

 

２ 処分庁の主張の要旨 

公文書の公開について、条例第１条を当てはめると、その効力も町の区域に限定さ

れるものであるから、公開の請求権を有する者は本町の住民であることが原則であ

るが、通勤者、通学者及び利害関係者も本町の町政執行と関わりがあることから請

求権者に含められている。 

ここで、条例第５条第１項第５号に掲げる「実施機関が行う事務又は事業に利害関

係を有するもの」として、仮に審査請求人の主張する理由をもって利害関係があると
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認めるならば、税金を納める全ての者又は科学研究費に基づく学術研究調査を行う全

ての者が公文書の公開を請求できることとなり、条例第５条第１項各号により公開を

請求できるものを町民等に限定している趣旨に反する。 

これらのことから、本町公共事業に係る事務が審査請求人の権利、利益等に及ぼす

影響は間接的なものに留まることから、審査請求人は、「実施機関が行う事務又は事業

に利害関係を有するもの」とは認められず、本件処分は、違法又は不当な点はなく、

適法なものと考える。 

 

第４ 論点整理 

１ 審査請求人は、口頭意見陳述において「条例第１条を根拠に、利害関係者を限定若

しくは町内の住民であること、効力も町の区域に限定されるということは言えない」

という主張から、審査請求人が公文書の公開を請求できる、条例第５条第１項第５号

に定める「実施機関が行う事務又は事業に利害関係を有するもの」に該当するか否か

を論点として取り上げる。 

 

２ 審査請求人は、審査請求書において、「条例第５条第２項において、実施機関は、条

例第５条第１項各号に掲げる以外のものから公文書の公開の申出があった場合にお

いても、これに応じるよう努めるものとする。とあるのに、任意的公開も対応でき

ない本件処分は不当である。」という主張から、この点についても論点として取り

上げる。 

 

３ 審査請求人は、反論書において、「条例第５条の趣旨について、多くの地方公共団体

が「何人」からも請求を受け付けている。そのなかで、情報公開請求権を町民等の狭

い範囲に限定する方針の是非については、十分な考慮が必要なため、本件処分は不当

である。」という主張から、この点についても論点として取り上げる。 

 

第５ 裁決の理由 

１ 審査庁が認定した事実 

新十津川町情報公開事務の手引き改訂版（以下「手引き」という。）から、条例の趣

旨、解釈及び運用についての事実が次のように認められる。 

（１）条例第１条   

ア 趣旨  

本条は、条例の目的を明らかにしたものであり、本町における情報公開制度の

基本的な考え方並びに条例の解釈及び運用の方針を示すものである。したがって、

各実施機関は、常に本条及び第３条（実施機関の責務）に照らして各条文の解釈

及び運用に当たらなければならない。 

  イ 解釈 

（ア）「公文書の公開を請求する町民の権利」とは、町が保有する公文書の閲覧若し
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くは視聴又は写しの交付を求める町民の権利をいう。実施機関は、条例に定め

る要件を満たしている公文書の公開の請求に対して、その求めに応じなければ

ならない条例上の義務があり、請求者は、実施機関の非公開等に対して不服が

ある場合は、救済を受ける道が開かれている。  

（イ）「公文書の公開に関し必要な事項」とは、実施機関、対象公文書、公開請求権

者、公開の手続、救済手続等第２条以下に規定する事項をいう。  

（ウ）「町政への町民参加」とは、町政の運営及び政策形成過程に町民の参加及び協

力を得ることをいう。  

（エ）「開かれた町政の発展」とは、この情報公開制度により町政に関する情報が町

民に公開されることにより、町民本意の民主的な町政が発展することをいう。 

（２）条例第５条   

ア 趣旨  

本条は、公文書の公開を請求することができるものの範囲及び公文書の任意的

な公開について定めたものである。   

イ 解釈 

（ア）第１項関係  

本項は、この条例が町政への町民参加及び開かれた町政を目的として町が制

度化したものであり、その効力も町の区域に限定されるものであるから、公開

の請求権を有するのは本町の住民であることが原則と考えられるが、通勤者、

通学者及び利害関係者も本町の町政執行と関わりがあることから請求権者に含

めることとしたものである。  

ａ 「町内に住所を有する者」とは、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）

に定める住所、外国人登録法（昭和27年法律第128号）に定める居住地その他

の生活の本拠を本町に有する個人をいう。  

ｂ 「町内に事務所又は事業所を有する個人又は法人その他の団体」とは、町

内に本店、支店、営業所、工場等の事務所又は事業所を有する個人又は法人

その他の団体をいう。「その他の団体」とは、町内会、商店会、婦人会、ＰＴ

Ａ、各種住民団体等法人格を有しない団体であって、規約等を有し、代表者

の定めがある等団体としての実態を有するものをいう。  

ｃ 「町内に存する事務所又は事業所に勤務する者」とは、町内に存在する前

号の事務所又は事業所に勤務する個人をいう。  

ｄ 「町内に存する学校に在学する者」とは、町内に設置された学校に在学す

る個人をいう。「学校」とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規

定する学校、同法第82条に規定する専修学校及び同法第83条に規定する各種

学校のほか、職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第16条に規定する

公共職業訓練施設等をいう。  

ｅ 「実施機関が行う事務又は事業に利害関係を有するもの」とは、実施機関

の行う行政処分等により、自己の権利、利益等に直接影響を受け、又は直接
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影響を受けることが予想される個人及び法人その他の団体をいい、これらの

ものについては、当該利害関係に係る公文書に限り請求権を認めるものであ

る。  

（イ）第２項関係  

本項は、前項に定める請求権者以外のものから公文書の公開の申出があった

場合においても、支障のない範囲でその申出に応じるよう努めることを定めた

ものである。  

ａ 「公開の申出があった場合においても、これに応じるよう努める」とは、実

施機関が対応すべき努力義務であり、「公開の申出」は、条例上の請求権の行

使として行われるものではない。したがって、申出に対する回答も行政処分の

性格を有するものではないので、不服申立ての対象とはならない。  

ｂ 公開の申出に対する公開（以下「任意的公開」という。）に係る事務手続に

ついては、公文書の公開の請求に準じた取扱いをするものとする。 

ウ 運用  

（ア） 請求権者であるか否かは、公文書公開請求書（新十津川町情報公開条例施行

規則別記様式第１号）の記載内容の審査により確認し、身分証明書の提示を求

めること等による確認は行わないものとする。ただし、第１項第５号の規定に

関する請求権者に関しては、自己に利害関係のある事項以外の公文書の公開は

認められないので、請求に係る公文書の内容と利害関係との関連について慎重

な確認を行うものとする。  

（イ） 請求は、本人によることを原則とするが、本人自身の意思決定を絶対的に必

要とする法律行為（身分上の権利又は一身専属的な権利（例：参政権、公務員

の給与請求権）に係る行為）を除く法律行為に関しては代理権が認められるた

め、代理人による請求も可能とする。この場合において、実施機関は、代理人

に委任状の提出を求め、代理権の確認を行うものとする。  

（ウ） 未成年者による請求は、勤労者又は中学校を卒業した者（情報公開制度の意

味及びこれに伴う経費負担の意味を認識できる意思能力を有する者に限る。）

からによるものを成人によるものと同様に取り扱うものとする。ただし、状況

に応じて法定代理人の立会いを求める等、慎重に期さなければならない。  

（エ） 第１項第５号の規定により利害関係者に請求権が認められる場合としては、

次のような場合が考えられる。   

ａ 実施機関によって処分を受けた者が自己の権利又は利益に影響を受け、又

は受けるおそれがあるとき。  

ｂ 町内に土地又は建物を有している者が町の都市計画、施設建設、道路整備

等により、当該資産に影響を受け、又は受けるおそれがあるとき。  

ｃ 町に隣接する地域に居住している者が町の行政により居住環境など生活に

直接影響を受け、又は受けるおそれがあるとき。  

ｄ 町の公の施設の利用者が当該施設の利用に関して自己の権利又は利益に影
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響を受け、又は受けるおそれがあるとき。  

（オ） 任意的公開に応じる場合であっても、申出の内容を第６条各号に照らし合わ

せて、慎重に取り扱わなければならない。 

 

２ 論点に対する判断 

  第４で記載した論点について、次のとおり判断する。 

（１）審査請求人が主張する、公文書の公開を請求することができる、条例第５条第１

項第５号に定める「実施機関が行う事務又は事業に利害関係を有するもの」に該当

するか否かについて 

１で認定した事実は、条例の趣旨に基づき解釈及び運用基準を設けて作成され

た手引きであって、条例第５条第１項第５号に当てはめると、上記主張に該当す

るといえない。処分庁が行った本件処分は、適法なものと考えられる。 

   検討するに、条例第１条では、公文書の公開を請求する町民の権利を明らかにす

るとともに、公文書の公開に関し必要な事項を定めることにより、町民の町政に対

する理解と信頼を深め、町政への町民参加を図り、もって開かれた町政の発展に寄

与することを目的としている。 

また、条例において公文書の公開を請求できるものをどのように定めるかについ

ては、条例の定める上記目的に資するように、条例第５条第１項各号において公文

書の公開を請求できるものを規定している。具体的には次のとおりである。 

ア 町内に住所を有する者 

イ 町内に事務所又は事業所を有する個人又は法人その他の団体 

ウ 町内に存する事務所又は事業所に勤務する者 

エ 町内に存する学校に在学する者 

オ 前各号に掲げるもののほか、実施機関が行う事務又は事業に利害関係を有

するもの 

オに基づく公開の対象となる場合は、対象となる公文書のうち、公開を請求し

た者の有する利害関係に係る公文書の公開に限られている（条例第５条第１項）。 

このことから、公開の請求権を有する者は町民（一般的には、町内に住所を有す

る者と解される）であることを基本としているものと判断でき、この条例第１条の

規定内容に鑑みると、上記イからオまでに規定する者については、新十津川町の町

政執行と関わりがあるためとして、あくまで町民が原則であるところの例外である

と認めることができる。 

 この例外における「利害関係者」については、条例上、定義がされていないとこ

ろ、上記１の認定した事実のとおり、処分庁は、行政解釈として、「実施機関が行う

事務又は事業に利害関係を有するもの」とは、「実施機関の行う行政処分等により、

自己の権利、利益等に直接影響を受け、又は直接影響を受けることが予想される個

人及び法人その他の団体をいい、これらのものについては、当該利害関係に係る公

文書に限り請求権を認めるものである」としている。 
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これは、「利害関係者」が、条例第１条で町民を原則としているところの例外とされ

ることから、同条の趣旨に基づき、公開の請求をすることができる者を限定してい

るものと考えられ、このことについては、行政解釈として合理性があるものと判断

することができる。 

条例の趣旨に基づき解釈及び運用基準を設けて作成されたものが手引きであっ

て、処分庁は、条例の趣旨に基づいて解釈及び運用基準を設けた結果をホームペ

ージで公開していた、ということである。 

審査請求人は、「入札結果に係る公文書が公開されないことにより、科研費研

究を推進できないことが、審査請求人の研究業績評価に影響を与えるため、審査

請求人の利益に直結する」旨主張するが、利害関係を有するかどうかは、上記の

判断により、「実施機関の行う行政処分等により、自己の権利、利益等に直接影

響を受け、又は直接影響を受けることが予想されるかどうか」、公文書に記載の

処分等の内容（入札結果等）が、審査請求人の権利や利益等に直接影響を与える

ものかどうかによることとなる。 

この点で、当該処分等（入札結果等）自体は、審査請求人の権利や利益等に直

接影響を与えるものとは言い難く（入札結果等により、科研費研究を推進できな

いこととなるものではなく、それが、審査請求人の研究業績評価に直接影響を与

えることとはならない）、審査請求人は、利害関係を有する者とはならないもの

である。 

これらのことから、本件処分は、違法又は不当な点はなく、適法なものと判断

する。 

（２）審査請求人が主張する、「実施機関は、前項各号に掲げる以外のものから公文書

の公開の申出があった場合においても、これに応じるよう努めるものとする。」

と条例第５条第２項に定める、任意的公開にも対応できない本件処分は不当であ

るか否かについて 

   法に基づく審査請求は、行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為に不服

がある場合にすることができるものである（法第２条）。 

   検討するに、規程第７条第１項は、次のように規定している。 

 任意的公開の申出があった場合の事務の取扱いについては、次のとおりとする。

この場合において、任意的公開は、実施機関が対応すべき努力義務であり、条例上

の請求権の行使として行われるものではないことから、申出に対する回答も行政処

分の性格を持たないので、審査請求の対象とはならないものである。 

これらのことから、審査請求人は、任意的公開も対応できない本件処分は不当

であると主張しているが、条例第５条第２項に定める任意的公開は、規程に定める

理由と同様の理由により、審査請求の対象とはならないものである。 

（３）審査請求人が主張する、条例第５条の趣旨について「多くの地方公共団体が「何

人」からも請求を受け付けているなかで、情報公開請求権を町民等の範囲に限定す

る」ことに対する是非について 
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情報公開に関する行政事件裁判例として、公文書非開示決定取消請求事件（東

京地方裁判所平成19年（行ウ）第344号平成19年９月７日判決及び東京高等裁判所

平成19年（行コ）第321号平成20年１月30日判決）（以下「裁判例」という。）を

条例第５条第１項に当てはめると、上記主張に対し、処分庁の条例第５条第１項

は、不当なものではないと判断する。 

   検討するに、裁判例において、争点に対する判断の中で、「地方自治体が定め

る情報公開条例において情報公開請求をすることができる者をどのように定める

かについては、当該地方自治体の立法政策として選択の余地がある」という考え

方が示されている。 

これらのことから、処分庁が情報公開請求をすることができる者を条例第５条

第１項において、町民等の範囲に限定していることについては、裁判例からも、

何ら問題がなく、本件処分は、不当なものではないと判断する。 

 

第６ 結論 

   上記のとおり、本件審査請求には理由がないことから、法第45条第２項の規定

により、主文のとおり裁決する。 

 

令和７年10月２日 

 

審査庁 新十津川町長 谷 口 秀 樹 印      

 

教     示 

１ この裁決については、この裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か

月以内に、新十津川町を被告として（訴訟において新十津川町を代表する者は新十

津川町長となります。）、裁決の取消しの訴えを提起することができます。 

ただし、この裁決の取消しの訴えにおいては、不服申立ての対象とした処分が違

法であることを理由として、裁決の取消しを求めることはできません。 

処分の違法を理由とする場合は、この裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６か月以内に、新十津川町を被告として（訴訟において新十津川町を代表す

る者は新十津川町長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができま

す。 

２ ただし、上記の期間が経過する前に、この裁決があった日の翌日から起算して１

年を経過した場合は、裁決の取消しの訴えや処分の取消しの訴えを提起することは

できなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの裁決があっ

た日の翌日から起算して１年を経過した後であっても裁決の取消しの訴えや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 


